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むつ市核燃料新税、確定前から早くも「減免措置」！？
むつ市３月議会で可決された RFS 社に対する「核燃

料新税」について、むつ市は総務省の認可以前から、

早くも「減免措置」の方向を探るという異常かつ先走

った対応が目立っています。事業者側の求めに応じて

進めてきた条例に基づく減免措置の協議は、ことし８

月をめどに合意を目指すことになりました。

事業者側は「この税率では、事業が立ちゆかなくな

る懸念がある」などとして、条例に定められた減免措

置について、両者で協議を進めています。むつ市は６

月定例議会終了後の 19 日夕に急遽開催された市議会

「核燃料新税特別委員会」で、減免措置について、こ

とし８月をめどに合意することを目指して、協議を続

ける方針を明らかにしました。

むつ市議会特別委員会に示された現時点での両者の見解（むつ市新税検討プロジェクトチーム）

（最終ページにこの問題を取り上げた新聞記事を掲載しました。）

むつ市議会、６月定例議会はコロナ感染対策として一般質問は１人 15分に制限される

むつ市議会６月定例議会は６月 10～19日の日程で開催されました。コロナ禍の中、議会運営

委員会申し合わせなどにより質問時間は従来の一人１時間以内から 15 分へ短縮されました。こ

のため十分な議論のないまま、９名の議員による一般質問は１日で終了しました。なお、杉浦

弘樹議員は「コロナウイルス 感染症に伴う一次産業への経済支援について」その対応を求めま

した。市当局はその実態を調査しながら、具体的な方策を検討するとしました。



立憲との合流問題、議論が本格化か！？
緊急事態宣言解除と同時に、安倍政権の失態続きの中

で解散総選挙も話題に上りだしました。こうした中、先

の全国大会以降、実質中断していた立憲民主党との合流

問題が再び動き出そうとしています。先般、県連合より

党本部での立憲とのやり取りの一部が示されましたので

新聞報道とともに一部をご案内いたします。

社民党・吉田幹事長と立憲民主党・福山幹事長との会談について

《吉田幹事長から県連合へ発出された文書・抜粋》
６月８日、国会内で福山立憲民主党幹事長と会談を行

いました。

定期大会以後、４月２日に再開した立憲民主党との協

議では、理念と政策、地方組織のあり方、運動体とのか

かわりなどの課題を引き続き協議していくこととし、こ

れを「第一次確認事項（案）」として取りまとめて、４月

末には討議素材を作成する旨を確認してきました。その

後、緊急事態宣言に伴う対応に集中し、幹事長同士は

「第一次確認事項（案）」に関する協議は行わず、事務レ

ベルで上記の諸課題について意見交換を行ってきたとこ

ろです。

本日の幹事長同士の会談では、５月 25日に全国で出さ

れていた緊急事態宜言が解除されたことを受け、事務レ

ベルで行われてきた意見交換の内容について幹事長同士

で整理・協議し、「策一次確認事項（案）」の構成及び今

後の流れについて大枠確認いたしました。

会談ではこの間の事務レベルの協議を、①理念や政策、

当面する攻治課題などにかかわる「基調的な確認事項」、

②党員制度や党の地域組織、大衆運動や運動体とのかか

わり方、機関紙活動や財政、党の役職員の雇用などにか

かわる「個別的な確認事項」、③「個別的な確認事項」に

かかわる説明・付属資料のあり方、などに整理し率直に

意見交換を行いました。そしてこれらの課題や論点を

「第一次確認事項(案)」として取りまとめていくことと

しました。

4. ｢第一次確認事項｣につきましては、これ以降幹事長

間での協議を経て６月中には両党幹事長間での合意を目

指したいと考えています。

その位置づけと内容は定期大会で確認した｢かりに合流を

選択した場合どうなるかなど具体的内容について｣整理す

るものです。その後その内容を盛り込んだ党内議論を行

うための討議材として作成し、各都道府県連合での議論

をお願いすることになります。
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社民党・吉川幹事長（当時）が立憲民主党へ提出したの質問項目

および同党福山幹事長からのその回答
2020/1/17

質問１

理念と政策については、2019年の参院選に際して、市民連合から提示された「13項目」を柱に進めることと理解

するがどうか。とりわけ、以下の３点についての考え方はどうか。

①憲法９条の『改憲』に反対するとともに、改憲発議そのものをさせないために、全力を尽くすこと。②原発ゼロ

をめざし、原発事故の検証、実効性ある避難計画の策定、地元合意のないままの原発再稼働を認めないこと。③沖縄

での辺野古新基地建設は直ちに中止し、普天間基地の早期返還を実現すること、日米地位協定の改定をめざすこと。

なお、政策については「13 項目」は最低のラインであり、運動と議論の中でさらに発展するものと理解しているが、

それで良いか。

回答１

共同会派は、『「立憲野党４党１会派の政策に対する市民連合の要望書｣に記された 13 項目にわたる政策要望を踏ま

え」(８月５日よびかけ文)て結成されたものであり、また、上記３点については、立憲民主党の理念政策として共有

されている。今後の取り組みを、「ともに闘っていく」ことができれば、この共有する理念政策をさらに発展させて

いくことが可能であると考える。「原発ゼロ基本法案」については、一日も早い成立を目指したい。

質問２

党が地域に根を張り、活動を進めるためには議員のみならず、一般党員制度を確立する必要があるが、どの様に考

えられているか。地方組織をどのような形で整備・充実されようと考えられているか。小選挙区単位にとどまらず、

行政区や地域単位での党組織も必要だと考えるがどうか。

回答２

立憲民主党は、「立憲民主党綱領及びそれに基づく政策に賛同し、草の根からの声に基づくボトムアップの政治を

実践」する『運営党員』（党員）制度を設置している。この党員とパートナーズ制度をさらに拡大し、地域における

党として基盤を整備していくことが、党としての重要課題となっている。立憲民主党の地方組織は、45都道府県連合

（未設置は、富山県・石川県）、138 衆参総支部、行政区（自治体としての市町村及び政令市の区をいう）を活動区域

とする政区支部については、党籍を有する地方自治体議員を代表者として、当該総支部の承認にもとづき 22 行政区

で設置されている。

質問３

党はこれまで展開されてきた平和、人権、環境などの運動体に地域段階においても引き続き実行団体あるいは賛同

団体としてかかわることができると考えるが、どうか。党員や党組織はこうした運動を積極的に担うとともに、さら

に強化していくことが必要だと考えるがどうか。

回答３

地域にお|ﾅる様々な課題に対応する運動体の必要性は言うまでもないが、とくに、党組織としての今後の取り組み

についでは､改めで地域の事情や過去の経緯等を踏まえて、その連携のあり方について党内で議論し、取り組みに関

する認識を共有しつつ、具体的な課題に対応していくことが求められる。とりわけ基地問題や安全保障政策等につい

ては、政権交代をめざす政党として、外交安全保障政策の一貫した立場を堅持することに留意する必要があり、慎重

な検討が求められる。

質問４

党活動や政策、情報を発信する機関紙の役割を踏まえ、機関紙活動を充実させていくことが必要と考えるがどうか。

回答４

党機関紙等による情報発信は、地域における党の基盤形成の観点からも重要な取り組みであり､ＳＮＳへの対応等

を含めて、引き続き発信力の強化に努めていく。

質問５

中央本部や地方の党職員の雇用について、党員や党組織の移行に関わる課題などについては引き続き協議を行って

いくことが必要だと考えるが、それで良いか。

回答５

今後の地方組織等のあり方については、それぞれの経緯、事情等を考慮し．一部に暫定期間を設けることも含め、

一定の指針を作成し、調整・検討したうえで進めていく。本部事務局体制及び地方の党職員に関する対応については、

雇用の確保等に配慮しつつ、引き続きその詳細な検討を進める。



核燃料税協議状況を掲載した記事

大間、東通原発でもあらたな動きが…

《編集後記》宮下市長は昨今の使用済み燃料の貯蔵対策で

頭を悩ませる電力事業者に対して依然、強気の姿勢を崩

していない状況です。確かに実質 RFS社のオーナーであ

る東京電力を含めた担税能力には限界がないと考えるこ

とにはある意味で理解ができます。また、市当局さえ、

本格操業後も地域に対する経済効果は殆んどないことを

認めています。（私たちの申入れに対し、『県外からの視

察団が来市することがメリット』としか言っていません）

年間予算規模が 350億円程度の市財政に占める原子力マ

ネーの占める割合はますます増加しています。果たして

このまま地域の財政基盤が原子力頼りになること見過ご

してよいのでしょうか。もちろん原子力施設に関わる

「いのちとくらし」を脅かされるのが一番怖いのですが、

それにもまして地域の再生・活性化に対する自治体や市

民の発想が原子力一辺倒になり、それ以外の発想が乏し

くなり、地域を滅ぼすことになる懸念が強くあります。

2020/6/29 朝日新聞


